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米国雇用統計 非農業部門雇用者数は市場予想を大幅に下回る
今年中のテーパリング開始は今後の結果次第か

（審査確認番号 2021 - TＢ180）

非農業部門雇用者数は市場予想を大幅に下回る
9月3日に米国労働省が公表した8月の雇用統計
は、非農業部門雇用者数が前月比23.5万人増と
市場予想の同73.3万人増を大幅に下回る結果と
なりました。失業率は5.2%(前月:5.4％)と0.2
ポイント改善しました(図表1)。ワクチン接種
の普及などにより、増加傾向にあった小売りや
娯楽・宿泊業の雇用者数は再び低調な結果とな
り、感染力の強いデルタ株まん延による経済活
動停滞の影響を受けたものと想定されます。9
月6日を期限として打ち切られる失業保険の上
乗せ給付について、バイデン大統領は、予定通
り打ち切ることは適切であると発言しました。
一方で、各州がコロナ対策救済資金を活用した
支援は可能との見解を示しており、感染拡大に
より当面労働者の職探しを敬遠する動きは多少
残る可能性があると思われます。
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成

図表1：非農業部門雇用者数の増減と失業率

米国雇用統計とは？
米国の雇用情勢を調査した統計で、米国労働省が公表。米国雇用統計は速報性が高く、原則として
毎月の第１金曜日に公表される。
米国の金融政策を見通すうえで、雇用関連指標の代表である雇用統計の重要度は高く、投資家の関
心が集まる経済指標。

図表２：非農業部門雇用者数と労働参加率

雇用環境の回復は一進一退
非農業部門雇用者数は“コロナ前”(2020年2
月)の水準に比べ、約533万人少ない水準(2020
年2月比で96.5%)まで回復してきました(図表2)。
一方で16歳以上の人口に占める労働力人口を示
す労働参加率は61.7％と“コロナ前”の水準か
らまだ開きがあり、横ばい圏で推移しています。
FRB(米連邦準備制度理事会)が目指す良好な雇
用環境にはやや距離があります。
パウエルFRB議長は、8月27日の経済政策シン
ポジウム(ジャクソンホール会議)において、
「年内にテーパリング(量的緩和縮小)を開始す
るのが適当」と発言し、足元の雇用環境改善を
強調しました。しかし今回の雇用統計は、感染
拡大の影響が結果に現れたものと思われ、テー
パリング開始見通しに変更があるのかどうか今
後の結果が注目されます。

※ 非農業部門雇用者数増減は前月比
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